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1.7.2 近年の土砂災害における被災形態 

（１）要配慮者利用施設の被災 

近年の土砂災害による被災の特徴として、特筆すべきは要配慮者利用施設の被災である。

平成２１年から２５年に発生した土砂災害の死者・行方不明者 に占める要配慮者の割合は

約半数となっており、その原因として、避難に時間を要すること、行政からの情報が伝わり

にくいことなどの他、高齢者施設等の要配慮者利用施設が、容易に立地可能な低平地などの

氾濫しやすい土地に建てられる傾向にあることも考えられる。 

要配慮者利用施設の土砂災害に対するわが国の取り組みとしては、平成１０年に福島県

の総合福祉施設で土石流により犠牲者が出たことを受けて、土砂災害の保全対象となる公

共施設について、要配慮者利用施設を区別するようになり、重要な保全対象としてハード対

策等が優先的に進められることとなった。 

さらに「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（土砂災害防

止法 平成１２年）」の施行により、要配慮者利用施設等は土砂災害特別警戒区域における

特定開発行為として建築が規制されることとなった。 

また、平成２８年８月の台風１０号により、岩手県岩泉町小本川沿いの要配慮者施設にお

いて、高齢者や身障者等、避難に時間がかかる人たちが避難準備情報を認識しておらず逃げ

遅れによる大きな人的被害が発生したことをうけて水防法等が改正され、要配慮者利用施

設の所有者または管理者に、避難確保計画の策定や避難訓練の実施が義務付けられた。 

平成２１年７月中国・九州北部豪雨により山口県の特別養護老人ホームにおいて土石流

により犠牲者が出た際には、土砂災害警戒区域に指定されていながら、情報提供や情報伝達

等が十分でなかったことが課題として挙げられている。また、最近では令和２年７月豪雨に

おいて、熊本県の球磨川が氾濫し、球磨村の特別養護老人ホー ムが水没して入居者１４名

が犠牲となった。 

これら今までの経緯と昨今の被災形態を踏まえると、今後も重点的に要配慮者利用施設

の保全について取り組む必要があることは明らかである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２８年豪雨の被害（岩手県岩泉町）   令和２年７月豪雨の被害（熊本県球磨村） 

認知症高齢者 GH「楽ん楽ん」        特別養護老人ホーム「千寿園」 
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（２）重要交通網・ライフラインの寸断 

平成３０年７月豪雨や令和元年東日本台風では、広い範囲で河川の氾濫が相次ぎ、同時多

発的に土砂災害等が発生した。 

これら大雨による災害及び暴風等により、道路・鉄道が寸断したほか電気・水道施設等の

ライフラインへの被害が発生し、地域の孤立や救援・復旧活動に影響がでた。また、航空機

や鉄道の運休等の交通障害が発生し、住民の生活再建にも影響がでた。 

以上より、集落の孤立防止に寄与する重要道路等の交通インフラの保全や、住民生活に直

結する電気・水道施設等のライフラインの寸断防止が重要であることが再認識された。 

 

 

 

 

 

令和元年度東日本台風における、重要交通網・ライフラインの寸断 
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